
32

系統の接続ルールについて
ノンファーム型接続
ノンファーム型接続の適用について
ノンファーム型接続となった電源の扱いについて
ノンファーム型接続に関する情報公開について

作成：2020年12月25日
更新：2022年 4月 1日

※： 配電事業者が運用する設備に連系する際は、当資料記載の「一般送
配電事業者」は、実施内容に応じて配電事業者となる場合があります。
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リンク先
【系統情報の公表の考え方】
https://www.enecho.meti.go.jp/category/electricity_and_gas/electric/summary/regulations/

【一般送配電事業者の系統情報等の公開情報】
北海道電力ネットワーク：https://www.hepco.co.jp/network/con_service/public_document/bid_info.html
東北電力ネットワーク：https://nw.tohoku-epco.co.jp/consignment/system/demand/
東京電力パワーグリッド：https://www.tepco.co.jp/pg/consignment/system/
中部電力パワーグリッド：https://powergrid.chuden.co.jp/takuso_service/hatsuden_kouri/takuso_kyokyu/rule/
北陸電力送配電：https://www.rikuden.co.jp/nw_notification/U_154seiyaku.html
関西電力送配電：https://www.kansai-td.co.jp/consignment/disclosure/distribution-equipment/index.html
中国電力ネットワーク：https://www.energia.co.jp/nw/service/retailer/keitou/access/
四国電力送配電：https://www.yonden.co.jp/nw/line_access/index.html
九州電力送配電：https://www.kyuden.co.jp/td_service_wheeling_rule-document_disclosure
沖縄電力：https://www.okiden.co.jp/business-support/service/juyo-and-sohaiden/

 系統アクセス時の出力制御の予見性に関する情報については、資源エネルギー庁電力・ガス事業部が公表
している「系統情報の公表の考え方」に基づき、一般送配電事業者は出力制御の予見性に関する情報を
公表しています。

 また、発電所を計画する際にその地点がノンファーム型接続（平常時出力制御を条件とした接続）が適用
されるエリアであるかどうかについては、以下により確認することができます。注

①一般送配電事業者が公表する系統情報により、ノンファーム型接続が適用されるエリア、連系先の送電
線がノンファーム型接続適用である場合どの設備により制約を受けているのかを確認することができます。

②アクセス検討（事前相談・接続検討）により、ノンファーム型接続が適用になることおよび発電所の出力
制御量に影響を与える主な設備を回答にて確認することができます。

注）2022年4月1日以降に接続検討の受付を行った案件のうち受電電圧が基幹系統の電圧階級である電源については、連系先の基幹系統の空き
容量の有無にかかわらず、ノンファーム型接続が適用されます。

https://www.hepco.co.jp/network/con_service/public_document/bid_info.html
https://nw.tohoku-epco.co.jp/consignment/system/demand/
https://www.tepco.co.jp/pg/consignment/system/
https://powergrid.chuden.co.jp/takuso_service/hatsuden_kouri/takuso_kyokyu/rule/
http://www.rikuden.co.jp/nw_notification/U_154seiyaku.html
https://www.kansai-td.co.jp/consignment/disclosure/distribution-equipment/index.html
https://www.energia.co.jp/nw/service/retailer/keitou/access/
https://www.yonden.co.jp/nw/line_access/index.html
https://www.kyuden.co.jp/td_service_wheeling_rule-document_disclosure
https://www.okiden.co.jp/business-support/service/juyo-and-sohaiden/
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 一般送配電事業者が公表している系統情報から、発電所を連系しようとする系統がノンファーム型接続が
適用されるエリアかどうかについて確認することができます。注

①ノンファーム型接続適用エリアの確認
「ノンファーム型接続対象エリアマップ」にて、ノン

ファーム型接続が適用されるエリアを市町村単位で
着色し公表しています。

②ノンファーム型接続適用設備の確認
ノンファーム型接続が必要となる設備については、

空容量マップで当該送変電設備が青色で着色され
ています。(赤色で着色されている系統については、接続検討の結
果、平常時の出力制御を条件とせずに接続できる場合があります。)

※空き容量マップの着色変更等は各一般送配電事業者で準
備出来次第の対応になります

東電PGHPより 九州電力送配電HPより

注）2022年4月1日以降に接続検討の受付を行った案件のうち受電電圧が基幹系統の電圧階級である電源については、連系先の基幹系統の空き
容量の有無にかかわらず、ノンファーム型接続が適用されます。
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 基幹系統でノンファーム型接続が適用されると、その下位系統あるいは関連するループ系統に連系している
送変電設備もノンファーム型接続が適用されます。

 送配電設備に発電所が連系した場合の、平常時出力制御の可能性の有無や、出力制御の起因となる送
変電設備の情報については、空容量マップの一覧表で確認することができます。

【空容量マップ一覧表による確認方法】
①平常時出力制御の可能性：その設備に今後接続する電源が平常時出力制御の可能性がある場合に「有り」としています。
②当該設備：その設備が平常時出力制御の起因設備である場合に「対象」としています。
③上位系設備：上位系あるいは関連するループ系統の平常出力制御の起因設備の「設備番号」を記載しています。

①
↓

②
↓

③
↓【空容量（送電線）】

【空容量（変電所）】

北海道NWHPより

北海道NWHPより
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はじめに
ノンファーム型接続電源は、混雑による制御を前提として連系することになるため、事業性判断の一つとして、

混雑する設備の状況を把握することが非常に重要になります。設備の混雑状況を把握するための情報について
は、各一般送配電事業者のＨＰで公開されています。
ここでは、現在公開されているデータを元に設備の利用状況を確認するための方法を一例として紹介します。
なお、一般送配電事業者の公開情報については、系統利用者の情報活用の利便性向上に向けた取り組み

を引続き行っていく予定です。

STEP1：混雑設備の確認
事前相談・接続検討の結果、ノンファーム型接続が適

用される系統であった場合、発電所の制御に影響を与え
る設備が回答書に記載されています。この設備の利用状
況の確認が特に重要となります。

STEP２：設備容量の確認
当該一般送配電事業者が公開している空き容量マッ

プからSTEP１で確認した設備を探し、運用容量を確認
します。
【一般送配電事業者の系統連系制約マッピング情報リンク集】
https://www.occto.or.jp/access/link/mapping.html

【設備容量の確認方法】
空き容量マップから当該運用容量を確認 (例)北海道NWHPより

https://www.occto.or.jp/access/link/mapping.html
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(例)北海道NWHPより

STEP3：潮流実績の抽出
当該一般送配電事業者が公開している「潮流実績

ファイル」からSTEP１で確認した設備を探し、8760時
間のデータをExcelファイルに貼り付けます。
「潮流実績ファイル」は【一般送配電事業者の系統情

報等の公開情報】URLから確認することができます。 【潮流実績ファイルイメージ】
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STEP４：空き容量の確認
STEP３で作成した実績潮流(青枠)とSTEP2で確認し

た運用容量(赤枠)を組み合わせることによって、設備の利
用状況(空き容量)を確認することができます。

(例)北海道NWHPより

【当該設備の利用実績（日付順】

【当該設備の利用実績（潮流が大きい順）】
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STEP５：作業による設備停止の確認
電力設備は保安確保のため、定期的に設備を停止し

点検等を実施します。設備停止により、設備容量が減少
しますので、作業の種類に応じた停止の頻度についても確
認しておくと事業性判断精度の向上につながります。
点検周期については、接続検討回答書に記載しており

ますので、事業性判断にお役立てください。
また、一般送配電事業者のHPには、前年度・当年度・

翌年度の３か年分の具体的な作業計画が公表されてい
ますので、あわせてご確認いただくと実作業状況の確認が
できます。
3か年作業計画は【一般送配電事業者の系統情報等

の公開情報】URLから確認することができます。

【接続検討回答書記載例】

←設備停止で運用容量が下がることがあります

【HP公表：作業計画】 北海道NWHPより



40公表情報活用の一例（5/5）

STEP６：より精度の高い事業シミュレーションを行う方へ
今回紹介した一例はあくまで実績潮流であり、既に連系している発電所が

その時間帯の需要に応じ発電し、当該送電線に流れ込んだ結果になります。
将来の事業性判断を行う上で、今後どこにどのような電源が接続されるの

か、既存の発電所との優位性はあるかなど自らシミュレーションを行う必要が
ある場合、一般送配電事業者に電源開示手続きを行うことで以下の情報
が入手可能です。
電源開示手続きの方法については、【一般送配電事業者の系統情報等

の公開情報】URLから確認することができます。

資源エネルギー庁なるほど！グリッド

【開示手続きによりえられる項目】
〔発電所出力実績〕
8760時間の発電所出力実績を公開しています。潮流実績と

つきあわせることで需給状況等の想定に役立つと思われます。

〔発電所新設・停止・廃止計画〕
潮流実績には未連系電源は反映されていませんので、本資料でどこに、どんな電源がどれくらい
入ってくるのかを確認することで、将来の電源優位性や混雑等の想定に役立つと思われます。

〔発電機緒元〕
既設発電所との電源優位性や発電所出力実績との組合せにより需給状況等の想定に役立つと思われます。

LFC（負荷周波数制御）：短期的（数分から十数分程度の周期）な需要変動に対し応動する能力。


